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連結子会社の異動（株式譲渡）に関するお知らせ（変更） 

 

 当社は、平成 23 年 2 月 16 日開催の取締役会において、当社連結子会社である株式会社ハマケン（以下

「ハマケン」）の当社保有全株式を同社の代表取締役である清水進氏に譲渡することとしておりましたが、

変更が生じましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

1.株式譲渡先変更の理由 

 

当社は、平成 23 年 2 月 16 日開催の取締役会において、当社連結子会社である株式会社ハマケン（以下

「ハマケン」）の当社保有全株式を同社の代表取締役である清水進氏に譲渡することとしておりました。 

しかしながら、株式譲渡契約締結予定日である平成23年2月28日に、清水進氏よりハマケン株式の譲受に

ついて再度検討のため保留したいとの要望を受け平成23年3月11日まで契約の保留をしておりました。 

その折、平成23年3月11日の当社取締役会にて、当社が社債を引き受けているゼンシンより、同社は神奈

川県横浜市で不動産事業を行っており、同社の既存顧客への営業や所有物件メンテナンス等で、同じく神奈

川県横浜市を営業基盤とするハマケンの内装事業との相乗効果が期待できるため、ハマケンの株式を譲受の

希望がありましたので、当社取締役会で協議した結果、清水進氏と同条件で譲渡することを決議致しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2. 異動する子会社の概要 

(１) 名称 株式会社ハマケン 

(２) 所在地 神奈川県横浜市泉区 

(３) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 清水 進 

(４) 事業内容 内装工事請負事業 

(５) 資本金 91,800 千円 

(６) 設立年月日 昭和 62年 2月 2日 

(７) 大株主及び持株比率 株式会社テンポスバスターズ 88.9％ 

(８) 上場会社と当該会社との間の関係 

資本関係 連結子会社 

人的関係 なし 

取引関係 内装工事の紹介 

(９) 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成 20年 4月期 平成 21年 4月期 平成 22年 4月期 

純資産 ▲349,958 千円 ▲406,970 千円 ▲428,329 千円 

総資産 307,164千円 233,823千円 333,327千円 

売上高 1,498,243 千円 1,569,499 千円 1,502,252 千円 

営業利益 11,373 千円 ▲30,461千円 ▲2,296千円 

経常利益 13,113 千円 ▲36,802千円 ▲6,582千円 

当期純利益 10,369 千円 ▲57,012千円 ▲21,358千円 

 

3.株式取得の相手先の概要 

(１) 名称 株式会社ゼンシン 

(２) 所在地 神奈川県横浜市南区 

(３) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 鈴木 正記 

(４) 事業内容 不動産事業 

(５) 資本金 3,000千円 

(６) 設立年月日 平成 15年 5月 26 日 

(７) 大株主及び持株比率 鈴木 正記 100.0％ 

(８) 上場会社と当該会社との間の関係 

資本関係 なし 

人的関係 なし 

取引関係 
不動産顧客の紹介 

社債発行先（当社引受） 

(９) 当該会社の財政状態 

決算期 平成 22年 4月期 

純資産 8,650 千円 

総資産 314,114千円 

 

 



 

4.譲渡株式数、譲渡価額及び譲渡前後の所有株式の状況 

（１）異動前の所有株式数 

40,560 株 

（議決権の数：40,560個） 

（所有割合：88.9％） 

（２）譲渡株式数 

40,560 株 

（議決権の数：40,560個） 

（譲渡価額：0千円） 

（３）異動後の所有株式数 

0株 

（議決権の数：0個） 

（所有割合：0.0％） 

（４）売却価額の算定根拠 
当該子会社の簿価純資産額を基に当社と株式譲渡の

相手先が協議し決定いたしました。 

 

5.日程 

取締役会決議 平成 23 年 3 月 11 日 

株式譲渡契約締結日 平成 23 年 3 月 16 日（予定） 

譲渡日    平成 23 年 3 月 16 日（予定） 

 

6.今後の見通し 

本件により、株式会社ハマケンは当社連結対象から除外されます。また、本件により、平成 23 年 4 月期

の当社の通期業績見通しに与える影響につきましては、軽微です。 

以上 


